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1

本編のPDFでテキストコピーができない
のが意見整理のために非常に不便であ
る。パブコメの出しやすさにも配慮し、
テキストコピー可能なPDF形式で資料を
提供してもらいたい。

全体 1

　今後はいただいた意見を参
考に、多くのパブリック・コ
メントをいただける環境作り
に努めてまります。

素案のとおりといたし
ます。

2
断熱について、学校断熱等についても
もっと手厚く記載してほしい。

P28
P51
P61
P71

1

　学校断熱につきましては、
P71に記載したとおり、断熱材
を活用したワークショップを
令和６年度から開始しており
ます。その成果等について
は、学校教育や他の紙面等で
しっかりとＰＲしてまいりま
す。

素案のとおりといたし
ます。

3
フロン類が増える見込みなのはなぜか。
理由が気になるので記載してほしい。

P36 1

　フロン類につきましては、
把握可能な直近年度時点での
排出量が基準年度よりも増加
しておりますが、目標年度に
おいて増加することを見込ん
でいるものでありません。

素案のとおりといたし
ます。

4

カーボバジェットを前提にすると、51％
でも不足と言われている。その場合、
バックキャスティングで考えるのであれ
ば60％以上の目標を設定し、市内の取り
組みで限界があると考えられる分につい
ては排出係数の改善を国や電力会社に要
望するべきではないか。目標の上方修正
と、要望を行動目標として設定すること
を求める。

P37 1

　ゼロカーボンシティの達成
に向けては、行政だけの取り
組みだけではなく、市民・事
業者の協力が必要不可欠で
す。今回の計画改定では、先
進技術の導入や、民間活力の
導入事業なども多く記載をさ
せていただいております。
　ご指摘いただきましたとお
り、排出係数等の改善も必要
ですが、まずは計画に掲げて
いる事業を確実に完遂するこ
とが最も重要であると考えて
おります。

素案のとおりといたし
ます。

5

電力排出係数の改善によるCO2削減の割
合が高いため、それがあっての51％削減
目標達成（2030年度）のように受け取れ
てしまう。市が取組を一層進めるからこ
そ、CO2削減目標が達成できるというこ
とを、よりアピールできるような伝え方
があるといいかと思う。
また業務部門で省エネ行動の促進が0と
されているが、取組はするものの、小数
点処理の関係などで記述としては0に
なってしまうという理解でよいか。

P37 1

　本計画書以外にも、出前講
座や、区民祭り等で情報を発
信しているほか、市の脱炭素
化に向けた取組について「見
える化」するとともに、市民
の皆様にも地球温暖化対策を
実施していただくヒントをお
示ししている「E-デコ活
News」を配布しております。
　他の設備更新などと単位を
揃えた結果、０という表記と
なっております。

素案のとおりといたし
ます。

「さいたま市地球温暖化対策実行計画（区域施策編・事務事業編）（改定素案）」
に対する意見募集結果
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6

第5章、温室効果ガスの削減目標につい
て、「2013年度比51%」とされている根
拠が示されており、国の目標値である
46%より高い目標値も、対策すれば可能
な数値であることがよく分かった。た
だ、もっと高い目標を掲げている自治体
もあり、さいたま市は「脱炭素先行地
域」に指定されていることから考えて
も、もう少し高めの目標を設定しても良
いのではないかと感じた。埼玉県下の他
の自治体を牽引する力にもなるかと思
う。
また、P41の図46において、2050年温室
効果ガス排出実質0に向け、2030年に加
えて2035年、2040年といった中間の目標
値も上がっていると、効果の実感や見直
しにつながるのではないかと思った。

P39 1

　ゼロカーボンシティの達成
に向けては、行政だけの取り
組みだけではなく、市民・事
業者の協力が必要不可欠で
す。今回の計画改定では、先
進技術の導入や、民間活力の
導入事業なども多く記載をさ
せていただいております。
　まずは2030年度の51％削減
を目標に、本計画に掲げてい
る事業を確実に完遂していく
ことが重要であると考えてお
ります。
　ご指摘いただきました2035
年、2040年の目標につきまし
ても、絵に書いた餅にならな
いよう、本計画を確実に実施
した以降に検討してまいりま
す。

素案のとおりといたし
ます。

7

第5章、再生可能エネルギー等の導入目
標について、「2013年度比１.9倍
(7,971TJ)」とされているが、この数値
について「推計され」としか書かれてい
ないように思う。表6の2013年、2017年
の値からの推計ということか。具体的な
根拠や参照すべきページなどあれば示し
てもらいたい。

P42 1

　再生可能エネルギー等の導
入目標につきましては、導入
実績だけでなく、エネルギー
需要の変化や、市域における
導入ポテンシャルを踏まえた
導入量・地産地消量、各エネ
ルギー種の脱炭素状況などを
考慮した推計を実施していま
す。

素案のとおりといたし
ます。

8

脱炭素社会の実現には根本的なシステム
チェンジが必要で、省エネ行動の推進で
は本質的な削減には不十分であるだけで
なく、脱炭素社会が我慢の上で成り立つ
ものだという認識をミスリードする可能
性がある。そのような我慢への忌避感が
脱炭素への抵抗感になっている実情がす
でにあると思う。
表の下のコメントにより、こんな小さな
行動で、という視点では意味があるかも
しれないが、そうであればその点を強調
すべきで、家庭にまず優先的に求める行
動はパソコンの電源を切ることなのか、
我慢に協力してもらいたいというメッ
セージは適切ではないと思う。
逆に住民に積極的に伝えるべきことは、
自宅にＰＶ設置したり再エネ機器に切り
替えることの経済性やメリット、再エネ
電力に調達変更する選択肢があること、
脱炭素が実現した社会が安心で快適であ
る、というビジョンではないか。

P48 1

　本市では、再エネ導入や、
省エネ機器に係る補助金支援
を多く行っております。ま
た、P51にありますとおり、Ｚ
ＥＨやＺＥＢのコラムも入れ
ることで、環境性能の高い住
宅を推奨しております。
　一方で出前講座などを通じ
て多くの市民から、「家庭で
できる省エネ行動」について
多くの質問を受けていること
からコラムとして掲載させて
いただきました。

素案のとおりといたし
ます。
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9

貴市が取り組まれている省エネ・創エネ
機器の普及を支援する補助制度は、市民
の環境配慮行動を力強く後押しする大変
重要な制度であると認識している。
特に、家庭用燃料電池（エネファーム）
は、都市ガスから電気とお湯を作り出す
コージェネレーションシステムで、発電
時に発生する熱を無駄なく利用できるた
め総合エネルギー効率が高く、CO2排出
量を削減するものである。
ハイブリッド給湯器は、ガスとヒートポ
ンプの長所を組み合わせることで高い省
エネ性能を発揮し、CO2排出量を削減す
る。太陽光発電設備との親和性も高く、
環境負荷低減をさらに促進する。
今後も市民の環境への取り組みを継続的
に支援し、ゼロカーボンシティの実現を
加速させるためにも、家庭用燃料電池
（エネファーム）およびハイブリッド給
湯器を対象とした本補助制度を継続して
実施いただくよう要望する。

P49 1

　ご意見にあるとおり、さい
たま市では、住宅でのエネル
ギー消費量の削減を目的に、
省エネ機器の設置や断熱化の
更なる促進を図るため、設置
費用の補助を行っておりま
す。今後も限られた財源の中
で効果的な脱炭素施策を行っ
てまいります。

素案のとおりといたし
ます。

10

高効率な設備整備において、エネルギー
の特性を最大限に活かす視点が不可欠で
ある。例えば、学校や温水プールなど熱
と電気を同時に使用する施設では、コー
ジェネレーションシステム等の高効率ガ
ス設備が有効で、CO2排出量の削減に貢
献する。
市が率先して自らの施設で、こうしたエ
ネルギーの最適利用を実践することは、
市内の事業者や市民に対して環境配慮の
具体的な道筋を示す最も説得力のある
メッセージになると考える。

P50 1

　各公共施設につきまして
は、そのエネルギー使用特性
を踏まえ、さいたま市環境配
慮型公共施設整備方針に基づ
いて、整備を進めてまいりま
す。
　整備を行う際には、いただ
いたご意見も踏まえ、エネル
ギー特性を考慮した整備を検
討してまいります。

素案のとおりといたし
ます。

11

本当にZEBレディで十分なのでしょう
か。せめて優先順位として本当のZEBを
大前提とし、無理な場合はここまで許容
する、といった優先順位を示してもらい
たい。断熱等級なども市として目指すレ
ベル、求めるレベルを高めて、明示して
ほしい。また学校の断熱化の推進の明記
を期待する。

P50
P54

1

　現状、すでに建築された公
共施設で ZEB Readyを達成し
ている施設はないことから、
まずは新規建築物を ZEB
Ready以上とさせていただきま
した。ご意見いただいたとお
り、施設によりフルZEB化を目
指すことも可能と考えており
ます。
　学校断熱につきましては、
P71に記載したとおり、断熱材
を活用したワークショップを
令和６年度から開始をしてお
ります。その成果等について
は、学校教育や他の紙面等で
しっかりとＰＲしてまいりま
す。

素案のとおりといたし
ます。

3



意見
番号

ご　意　見　の　概　要
該当する
ページ／

条項
件数 ご意見に対する市の考え方 修正等の対応

12

公共施設における再エネ調達割合に目標
値を設けてほしい。
自らの契約次第でいかようにもなる、
もっとも実行しやすい項目で目標設定を
行わない意図が分からない。
また、公共施設での再エネ導入がイコー
ル地産地消であることの理由が分からな
かった。当然、実施できるなら証書より
も地産地消が優れていることは明らかだ
が、そのために実施割合が下がるのは本
末転倒である。証書の活用を選択しない
のであれば積極的な理由を明示すべきで
はないか。あるいは53ページの4や54
ページの5がそれにあたるのか。項目の
違いがよくわからなかった。

P52 1

　公共施設における再エネ調
達割合に目標値につきまして
は、さいたま市地球温暖化対
策実行計画【事務事業編】の
内容に当たりますので、P91で
お示ししております。
こちらでお示しさせていただ
いています公共施設への再生
可能エネルギー等の導入（電
力の地産地消）につきまして
は、ごみ焼却施設においてご
み焼却時に発生する余熱を利
用して発電した電力の地産地
消を指しております。地域の
レジリエンス向上の観点など
からまずは、地産地消の検討
を進めていきますが、地産地
消に限るものではなく、P54に
お示している低炭素電力の調
達や、P56にお示している他自
治体と連携した再エネ由来の
電力調達なども検討してまい
ります。

素案のとおりといたし
ます。

13

災害時に避難所となる小中学校や公民館
等の公共施設は、災害時にも安定したエ
ネルギー供給が不可欠である。平時の環
境負荷軽減と災害に対する強靭性を高め
るための一つとしてコージェネレーショ
ンシステム等の自立・分散型エネルギー
の導入は重要と考える。また、都市ガス
による空調システムの1つである「停電
対応型ガスエンジンヒートポンプエアコ
ン」は、バッテリーと発電機を搭載して
いるため、災害等による停電時でも都市
ガス供給が継続されれば一部の電力と冷
暖房を使い続けることが可能である。
よって、災害時に避難所となる小中学校
等の公共施設に、単一のエネルギー源に
偏ることなく、エネルギーの多重化・強
靭化による防災機能の強化が重要と考
え、追記を要望する。
＜追記案＞
「平時の脱炭素化と～～蓄電設備等の総
合的な導入を推進し、電気やガスなどラ
イフラインの側面からエネルギーの多重
化を図ります。～」

P54 1

　防災拠点のエネルギーセ
キュリティ強化といたしまし
ては、まずは、太陽光発電設
備、省エネルギー・高効率機
器、蓄電設備等の総合的な導
入を推進してまいりたいと考
えております。
　様々なエネルギー種を用い
た多重化に関しましては、大
変重要な要素だと認識してお
りますので各施設における設
備の状況や設備更新の方向性
を踏まえて検討してまいりま
す。

素案のとおりといたし
ます。

14

水素のグリーン水素を前提にした電力利
用は経済的に合理性があるのか。そのま
ま再エネを水素化せずに電力として使用
する方がエネルギー効率が良いのではな
いか。見解を整理したうえで、それでも
優先的に水素実装すべき分野はどこなの
か、エネルギー効率を上回るメリットは
本当に得られるのか、政策の優先順位検
討が必要だと思う。

P56 1

　ご意見いただきましたよう
に、水素エネルギーの導入に
関しましては、エネルギー効
率や経済性を踏まえた検討が
必要と考えております。その
ため、導入事例の分析や実証
事業などを通して、検討をし
てまいります。

素案のとおりといたし
ます。

15

「再生エネルギー由来の水素も含めた水
素」とのことですが、グレー水素も含め
導入促進対象なのか。脱炭素との整合性
を明示したうえで検討してもらいたい。

P57 1

　グレー水素は導入促進対象
とはしていません。ブルー水
素を含めた脱炭素化された水
素を対象としています。
　誤解を招く記載となってい
ましたので、表現を修正いた
します。

ご指摘いただいた内容
を踏まえ、修正いたし
ます。
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16

近年風水害等、災害の頻発化・激甚化に
伴う長期に亘る大規模な停電等のリスク
に備え、平常時だけでなく災害時におい
ても利活用できるよう整備する必要があ
る。そのためフェーズフリーの視点か
ら、平時の環境負荷軽減と災害に対する
強靭性を高めるためコージェネレーショ
ンシステム等の自立・分散型エネルギー
の普及促進、導入は重要と考える。
今後も普及促進・導入していただくこと
を要望する。

P59 1

　今後も地域のレジリエンス
向上に向けて、自立・分散型
エネルギーの普及促進や導入
を進めてまいります。

素案のとおりといたし
ます。

17

グリーンインフラの促進は良いと思う。
ただ、その目的が町中の回遊性・滞在性
向上に集約されていいのか、疑問に感じ
た。減災、生物多様性確保、地下水改
善、適応策としての木陰・ヒートアイラ
ンド抑制を具体的効果として目指しつ
つ、設計の際に滞在性に配慮し快適性改
善にも配慮し、貢献する、というのが筋
ではないか。それこそ、63ページの
ウォーカブルな街には木陰が必須と思わ
れる。そのような項目で関連性を明示
し、樹冠被覆率などの目標を設定しては
どうか。

P62 1

　防災・減災や二酸化炭素吸
収源として機能、生物多様性
の保全、気温上昇の抑制等の
効果を主目的としております
が、市民の皆様の快適性の向
上や普及啓発に向けた回遊
性・滞在性の向上を図ってく
ことを想定しております。
　ウォーカブルな街において
も快適な歩行空間の整備は重
要となってきますが、ここで
はさいたま市内全域で移動利
便性の向上による移動の脱炭
素化に関する記載としており
ますので、グリーンインフラ
とは目的が異なるため、分け
て記載を行っています。
　樹冠被覆率などの指標に関
しましては、把握の仕組みを
検討してまいります。

素案のとおりといたし
ます。

18
E-KIZUNA Projectに強く期待しているた
め、目標とする数字や進捗数値を記載し
てほしい。

P64 1

　本計画では市内の乗用車の
新車登録台数に占める電動車
の割合を指標としておりま
す。

素案のとおりといたし
ます。

19

市民1人1日当たりのごみの総排出量です
が、最新値（令和6年度実績）より目標
値（令和12年度）のほうが多いのはなぜ
か。最終処分比率も同様に増えているよ
うである。4-1の本文に「ごみの減量」
とあるため、数値が増えていることに違
和感を覚えた。

P67 1

　市民１人１日当たりのごみ
の総排出量や最終処分比率は
「第４次さいたま市一般廃棄
物処理基本計画」にもとづい
た記載となっています。当該
計画は、令和９年度までの計
画となっていますので、目標
に記載している数値も令和9年
度のものとなっています。
　「第４次さいたま市一般廃
棄物処理基本計画」につきま
しては、来年度以降の改定と
なっていますので、その際に
実績値等を踏まえ、目標値の
見直しを行う予定です。

素案のとおりといたし
ます。

20

リユース食器について、メグルーという
サービスがあり、これはイベント時に限
定せず、町中でリユース食器の普及を目
指すものである。実証実験などでこのよ
うなサービスを検証し、日常的にリユー
ス食器を利用可能な環境の整備を進めて
ほしい。
また、戸田市では生ごみのバケツ回収と
たい肥化を行っていると思う。本施策に
ついて脱炭素の視点からの効果を検証
し、結果に従い採用を検討してはどう
か。

P68 1

　いただきましたご意見につ
きましては、今後の施策の検
討のご参考にさせていただき
ます。

素案のとおりといたし
ます。
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21

リユースリデュースリサイクルにとどま
らず、市域サーキュラーエコノミーの概
念を示し、レンタルや修理など、より上
位のＲで循環ができるよう、選択肢の充
実を目指してもらいたい。

P68 1

　いただきましたご意見につ
きましては、今後の施策の検
討のご参考にさせていただき
ます。

素案のとおりといたし
ます。

22

第6章、環境教育・環境学習の推進につ
いて、「断熱材を活用したワークショッ
プ」の記載がある。小学校最上階教室の
断熱改修は、ワークショップとして教育
に寄与するだけでなく、快適な学習環境
を提供でき、地域の人々にも省エネ脱炭
素の意識を広げられるとても良い催しに
なると思う。令和６年度と７年度で、さ
いたま市主催のワークショップは4校だ
けかと思う。市には100校以上の小学校
があるので、この取り組みをもっと大き
くしてもらいたい。
関連して、P113、資料編の「公共施設整
備方針の具体的な対策例」表20におい
て、学校等の断熱改修は「可」となって
いる。学校全体の断熱改修は難しいかも
しれませんが、最上階の教室を優先して
断熱改修することは効果的なのではない
かと思う。

P71 1

　学校断熱につきましては、
P71に記載したとおり、断熱材
を活用したワークショップを
令和６年度から開始をしてお
ります。その成果等について
は、学校教育や他の紙面等で
しっかりとＰＲしてまいりま
す。
　断熱改修につきましては、
建物の外皮における断熱改修
を指しており、大規模改修時
などの際に実施が想定される
項目であるため、可としてお
ります。

素案のとおりといたし
ます。

23
関連する指標に、エネルギーの地産地消
割合や、地域循環共生圏を感じている市
民の割合、を加えてほしい。

P75 1

　市域全体のエネルギーの地
産地消割合につきましては、
現状の各種資料からの把握が
困難であるため、把握手法に
ついて、検討してまいりま
す。
　また、地域循環共生圏を感
じている市民の割合につきま
しても、把握の仕組みや、言
語の簡素化を含めて検討して
まいります。

素案のとおりといたし
ます。

24

「環境に配慮した行動を実践している市
民の割合」が最新値（令和６年度実績）
より目標値（令和12年度）のほうが少な
いのはなぜか。令和６年度の現状を維持
するという理解でよいか。

P77 1
　お見込みの通り、令和６年
度の現状以上を目標値として
います。

素案のとおりといたし
ます。

25

学校が断熱改修で△（可）とされている
背景を教えてもらいたい。施設の改修計
画との整合などか。
年々夏の猛暑が深刻になってきているた
め、子どもたちの教育環境をよりよくす
る取組をいっそう進めてもらいたい。

P112 1

　該当箇所の断熱改修につき
ましては、建物の外皮におけ
る断熱改修を指しており、大
規模改修時などの際に実施が
想定される項目であるため、
可としております。

素案のとおりといたし
ます。
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26

はじめ「概要版」を見たが、慣れないせ
いもありよく理解できなかった。全文を
見て（このようなさいたま市の文書を読
むのは初めて）、「循環共生型社会」を
目指して自治体が取り組む姿勢がよく分
かった。概要版に、全文のどの箇所のこ
となのか、参照するべきページ等示され
ていると理解が進むかと思う。
良い取り組みも市民が知らないところで
なされていたのではもったいないし、
2050年ゼロカーボンに向けて市民みんな
が進んでいけるような周知、実践をお願
いしたい。

概要版
全体

1
　今後はより分かりやすく、
見やすい資料の作成を進めて
まいります。

素案のとおりといたし
ます。

27

「市内の各家庭の太陽光発電設備におい
て創出されている環境価値については、
家庭における自家消費分の電力と
ともに、削減義務がない場所で無駄に消
費されている（＝埋もれている）。」
の表現に強い違和感がある。環境価値の
利用は副次的なものであり、削減自体が
本質的に最も重要なことである。義務が
なければしなくていいというような話で
なく、現在を生きる人間の大人全員の課
題である。環境価値利用は削減のための
インセンティブとして制度化されたもの
で目的ではない。もったいないのは理解
できますし、活用の検討はすればいいと
思うが、本質的なゴールに対し何が問題
なのか、認識を疑うような表現、メイン
メッセージをかすませるようなひどい表
現だと感じる。

概要版
P1

1

　さいたま市J-クレジット制
度の構築により、各家庭にお
ける環境価値について、市で
集約を行い、クレジットの売
却により得られた収益を地域
通貨ポイントにより登録者へ
還元するなどの取組を行うこ
とで、太陽光発電設備を導入
しやすい環境の整備を進めて
いきたいと考えております。
誤解を招く表現については修
正させていただきます。

ご指摘いただいた内容
を踏まえ、修正いたし
ます。

28

2023年度の温室効果ガスが全体で増えて
いる背景を教えてください。廃棄物起源
CO2排出量の増加によるという理解でよ
いか。
こうした状況の中で、取組を加速度的に
進めていくことが急務とされているが、
加速度的とは具体的にどのような取組を
指しいるか。例などあれば、教えてもら
いたい。

概要版
P2

1

　基準年度と比較して、2023
年度の市の事務及び事業から
排出される温室効果ガスが全
体で増加につきましては、お
見込みの通り廃棄物起源CO2の
増加がしている主な要因と
なっています。
　廃棄物起源CO2につきまして
は、市民・事業者の方と協働
した取組が必要になってくる
部分であり、2025年10月より
プラスチックのさらなる資源
化に向けた分別を開始してお
ります。
　これらにあわせて、温室効
果ガスの削減を加速度的に進
めていくために、再エネ電力
調達方針の市環境配慮型公共
施設整備方針、公共施設の充
電設備整備方針を策定し、取
組を進めてまいります。

素案のとおりといたし
ます。

■　集計結果

修 正 項 目 数 2件

意 見 提 出 者 数 5名

意 見 項 目 数 28件
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